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    発注情報詳細（物品・委託等） 

公告日 令和 ４年 ５月 １７日 

入札方法 入札書の持参による 公募型指名競争入札 

件名 令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGs プログラム業務委託 

納入／履行場所 横浜市立東高等学校 

納入／履行期間等 契約締結日から令和４年７月２２日まで 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

種目 事務・業務の委託又はその他の委託 

細目 － 

所在地区分・順位 指定なし 

企業規模 指定なし 

その他 

①当該横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲    
げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者である
こと。 

②入札参加意向申出締切から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市
一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止措置を
受けていない者であること。 

提出書類 
①公募型指名競争入札参加意向申出書（委託用） 
②委託業務経歴書 

設計図書 別紙のとおり 

入札参加申込締切日時 令和 ４年 ５月 ２５日  午後 ５時００分 

指名・非指名通知日 令和 ４年 ５月 ２５日 

質疑締切日時 
令和 ４年 ５月 １９日 
午後 ５時００分 

回答期限日時 
令和 ４年 ５月 ２０日 
午後 ５時００分 

入札及び開札日時 令和 ４年 ５月 ２７日（金） 午前１０時００分 

入札及び開札場所 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10 市庁舎 14 階 N-02 会議室 

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない   

注意事項 － 

発注担当課 教育委員会事務局高校教育課 電話  ０４５－６７１－３２７２ 
 

契約事務担当課 教育委員会事務局高校教育課 電話  ０４５－６７１－３２７２ 
 



 

令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGsプログラム業務委託 

教育委員会事務局 
学校教育企画部  
高 校 教 育 課  

１ 設計図書≪仕様書≫等に関する質問 

(1) 方法 

    入札参加者は、設計図書等に質問がある場合には、令和４年５月 19 日（木）午後５時（必着）

までに、別紙「質問書」様式に質問内容等の必要事項を記入の上、高校教育課にファクシミリまた

は電子メールにより提出してください。また、提出の際には確認の電話をしてください。 

(2) 質問書の提出先 

横浜市教育委員会事務局学校教育企画部高校教育課 担当 齊藤・尾崎 

ファクシミリ：045－640－1866  電子メールアドレス：ky-koko@city.yokohama.jp 

電話番号：045－671－3272 

(3) 回答 

   令和４年５月 20 日（金）午後５時までにウェブページ上に掲載します。それ以外の方法による

回答は行いません。 

(4) その他 

   入札後、当該設計図書等については不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできませ

ん。 

 

２ 入札参加申込 

(1) 方法 

入札参加者は、令和４年５月 25 日（水）午後５時（必着）までに、別紙「公募型指名競争入札

参加意向申出書」及び「委託業務経歴書」様式に必要事項を記入の上、高校教育課に持参、または

郵送で提出してください。郵送の場合は確認の電話をしてください。 
(2) 提出先 

郵送の場合：〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 市庁舎 14階 

横浜市教育委員会事務局高校教育課 齊藤・尾崎 電話番号：045－671－3272 

持参の場合：横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 市庁舎 14階 高校教育課 

   

３ 入札方法 

(1) 入札及び開札の日時・場所 

発注情報詳細のとおり 

(2) 入札当日に「公募型指名競争入札指名通知書」の提示がない場合は、入札に参加できません。必

ず持参してください。なお、「公募型指名競争入札指名通知書」の再交付はできませんので、取扱

いに注意してください。 

(3) 入札方法は、入札参加者が別紙様式による入札書を入札時に直接投函して行います。 

(4) 一回目の入札で落札しない場合、その場で二回目の入札を行いますので、入札書は二枚用意して

ください。 

(5) 地方自治法施行令第 167条の２第１項第８号の規定により、二回目の入札で落札者がないときに

は、最低価格を提示した業者と交渉を行い、予定価格内合意した場合に随意契約を行うこととしま

す。 

 

４ 契約手続等に関する問い合わせ先 

  横浜市教育委員会事務局高校教育課 齊藤・尾崎 045－671－3272 

mailto:ky-koko@city.yokohama.jp


令和４年度 一般　会計 歳出　　 第15款１項４目 12節（1） 委託料

担当課  ふ　り　が　な お　さ　き

－ 横浜市教育委員会事務局 担当者名 尾崎

高校教育課 電　　話 671-3272

　１ 件　　名 令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育SDGsプログラム業務委託

　２ 履　行　場　所 横浜市立東高等学校（横浜市鶴見区馬場３丁目５－１）

　３ 履行期間  ■期間　　契約締結日から令和４年７月22日まで（報告書提出締切日）

　　 又は期限  □期限　

　４ 区分  ■ 確定契約 □ 概算契約

　５ その他特約事項 　なし

　６ 現場説明  ■ 不要

 □ 要 （　　月　　日　　時　　分　 場所 ）

　７ 概要 別紙仕様書の通り

　８ 部分払 □　する　（　　回以内）

■　しない

種　目　番　号

受付

連絡先

番号

設　　　計　　　書



　９　内訳書

※概算数量の場合は，数量及び金額を（　　）で囲む

合 計 金 額

内　訳 業　務　価　格

消費税及び地方消費税相当額

合計

小計 6

消費税

事務手数料 1 式

資料作成費 1 式

サポートスタッフ 1 式
1日7時間×2日
交通費含む

1日7時間×2日
交通費含む

留学生 1 式
1日7時間×2日
交通費含む

講師（ファシリテーター） 1 式

摘要

プログラムの企画・運営 1 式

名称 形状寸法等 数量 単位
単価

　　　　（円）

金額
　　　　　　　　（円）

内　訳　書



令和４年度「横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGsプログラム 

～Glocal Citizenship Camp～」仕様書 

 

１ 総則 

本仕様書は、令和４年度「横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGsプログラム～Glocal 

Citizenship Camp～」（以下プログラム）に適用する。 

 

２ 契約期間 

  契約締結日から令和４年７月 22日（金）（報告書提出締切日）まで 

  ※プログラム日程：６月 21日（火）（９時から 16時まで） 

６月 22日（水）（９時から 16時まで） 

※プログラム実施前に事前研修あり（生徒・教員対象に各々1回以上）。 

※事前研修日については、相談の上決定する。 

 

３ 会場  

横浜市立東高等学校体育棟、食堂、教室：14室程度（別添資料⑴参照） 

 

４ 対象者数 

当日  ：生徒 約 280名 

  事前研修：生徒 約 280名、教員 約 80名 

 

５ プログラムの概要と目的 

本校１年次生を対象に、ユネスコスクールとして ESD及び SDGsを学ぶ探究活動の場を与える。 

このプログラムを通して、生徒の自己探究と他者承認に基づく行動変容を促す。また、グローバル 

シティズンシップ（地球市民性）や SDGsをテーマに生徒と留学生が英語を用いて議論することを通 

して、コミュニケーションツールとしての英語を学ぶ必要性に気づかせる。さらに、環境や社会の課 

題について議論できる程度の英語力を身に付けた生徒が増加することも狙いとし、グローバル人材の 

育成を目指す。 

 

６ 業務内容 

(1) プログラムの企画及び運営（別添資料⑵参照） 

(2) 事前研修の実施 

(3) 事前・事後アンケートの実施、報告書の提出 

 



７ 業務の詳細 

（1）プログラムの企画及び運営 

次の点を考慮し、プログラムを企画すること。 

ア プログラムの企画 

(ア) 生徒が世界と自分とのつながりを実感し、SDGs の視点を持ちながら、地球市民として未

来に向けて何ができるかを考え、ユネスコの掲げる価値や意味を体感的に理解できる国際交

流事業としてのプログラムを企画すること。 

(イ) 留学生との議論を通して、生徒の中にグローバルシティズンシップに対する意識や態度の

変容が生じるような企画にすること。 

※留学生を交えてのプレゼンテーション、準備等を含む 

(ウ) SDGsを意識した企画にすること。 

(エ) SDGsを学ぶことにより、生徒が自身の進路に関する選択肢や学ぶ意欲とその方向性を広

げるような内容を含んだ企画にすること。 

(オ) キャリア教育の一環として、世界に出て行こうとする意識を高めることができるような内

容を含んだ企画にすること。 

(カ) プログラム全体を通して、生徒が日々の生活と世界や社会との関係性に気づき、地球的規

模の課題解決に向けて、具体的な行動・行為の変容を促すような内容が根底にあること。 

(キ) 複雑に絡み合う課題や現実に向かい合うことで、多角的・多面的に事象を捉え、それらに

ついて論理的に思考する力を育むプログラムになっていること。 

(ク) グローバルシティズンシップを身に付けるための企画の一環として、英語を用いて議論す

るプログラムを含んだ企画にすること。 

※語学力の向上に特化した企画ではなく、あくまで地球的規模の問題やユネスコの価値 

などについて学び、議論する企画にすること。 

※議論するツールとしての英語を意識した企画にすること。 

(ケ) 英語を用いた議論を通して、他者と英語で議論できる力が向上したり、英語が苦手だった

生徒の英語を学ぶ意欲が高まったり、生徒それぞれに効果があることを狙いとする。 

※必要に応じて日本語での指示を入れるなど、プログラムの目標に照らしてその教育効 

果が最大となるよう横浜市と相談すること。 

(コ) プログラムの中で、生徒一人ひとりが地球市民としてかけがえのない存在であるという自

尊感情を育てるとともに、地球市民の一人として自らの行動に責任をもって生活するグロー

カルで成熟した市民として過ごしていかなければいけないという責任感が生まれるような企

画にすること。 

(サ) ファシリテーター、留学生、生徒、教員に関わらず、多様な価値を認め、参加者が相互に

共感できるような学習の場にすること。 



(シ) 当日の進行表を事前に提出すること。 

(ス) 市の広報物・ホームページ等に掲載する可能性があるため、ファシリテーター、留学生、

サポートスタッフに対し、写真撮影の許可を事前にとること。 

 

イ プログラム当日の準備 

 プログラム当日の準備について、次のように対応すること。 

(ア) 参加生徒約 280名の名札、留学生全員分の名札を用意すること。（別添資料⑶参照） 

※名札にはアルファベットを表記し、企画に関わる全ての人がわかるようにすること。 

(イ) プログラム運営に必要な機材・消耗品を準備すること。 

（例）生徒によるプレゼンテーションに必要な消耗品（模造紙、画用紙、ペン等） 

※ 学校が所持する物品のうち、次に記載したものは貸出し可能。 

物品 個数 

椅子 870脚 

スクリーン ４個 

プロジェクター ４個 

マイク ５本 

(ウ) 当日必要なパワーポイント等を用意すること。 

※内容は可能な限り横浜市と共有し、最大限の教育効果を目指すこと。 

(エ) プログラム内容に合わせて、事前に会場設営を行うこと。 

※会場設営時間：８時から設営可能 

(オ) ワークブックの作成 

 当日のプログラムで使用するワークブック等を作成し、印刷すること。 

 ワークブックの内容はプログラムの内容に沿ったもので、ワークブックを進めることで自

らの変容や考えの深化を感じることができるよう工夫してあること。 

 ２日間のプログラム内容全体を俯瞰的に表し、視覚的にも捉えることができるワークブッ

クであること。 

 

ウ プログラム当日の運営 

  次の（ア）～（ウ）の役割の者を配置すること。また、当日は各自上履きを持参すること。 

(ア) ファシリテーター 

 １名以上手配すること。 

 ファシリテーターは日本語での指示が出せることはもちろん、英語での指示が出せるこ

と。 

 



 教育に関する国際会議への参加や地球規模的な社会課題に対して大学等での研究を行って

いること。 

 語学力だけでなくグローバルな視点をもち、多文化共生及びグローバルシティズンシップ

への造詣が深い学識経験者、研究者等であること。 

(イ) 留学生 

 40名以上手配すること。 

 ２日間とも同じメンバーであることが望ましい。 

 母国語が英語でなくてもよいが、グローバルシティズンシップや SDGs等について英語で議

論できる人材であること。 

 グローバルな視点をもち、多文化共生や地球規模的な課題に対して大学等で学んでいる人

材であること。 

 留学生の出身国・地域が多様であること。 

 教え込む姿勢ではなく、生徒とともに学び、生徒のよさを引き出す姿勢をもつ人材である

こと。 

（例）活動に消極的な生徒への声掛けを行う、参加者全員ができるだけ前向きに行動できる 

よう笑顔で接する、生徒の意見を肯定的に受け入れる 等 

 留学生を募集する際は、単にアルバイトとしてではなく、生徒と一緒に学びたいという意

欲を持った留学生を優先的に選出すること。 

 将来国際交流や教育に関する職に従事しようという希望を持っている者が望ましい。 

 学校教育の場であるので、生徒の人権、学習について、十分理解するように、留学生に対

して事前の研修を行うこと。 

※新型コロナウイルス感染症等の影響により、やむを得ず、留学生を手配することが難し 

い場合は、代替案も含め横浜市と協議の上、対応すること。 

(ウ) サポートスタッフ 

 ４名以上手配すること 

※２名はファシリテーター補助、２名は留学生対応を想定 

 当日、企画内容が完全に遂行されることに必要な人数とする。 

 

エ 新型コロナウイルス感染症対策等の事由により、実施形態が変わる可能性があるため、その

際には横浜市と協議のうえ、対応すること。 

     （例）ワークショップを実施するにあたり、校内の一教室等から各教室の設置されているテ

レビ等を活用しながら複数の教室へ同時に配信し、遠隔指導を行う等 

 

オ プログラム後の打ち合わせ（振り返り） 

  プログラム終了後、２日目のみ実施すること。 



(ア) 実施時間 

6月 22日（16時頃から 17時頃まで） 

※プログラム終了後、１時間程度。 

(イ) 実施場所 

学校内の会議室 

※詳細は契約締結後に決定 

(ウ) 参加者 

業者 ：ファシリテーター（全員）、留学生（一部）、サポートスタッフ（全員） 

横浜市：学校長、教員（10 名）等 

(エ) 振り返り方法 

参加者による意見交換 

(オ) 振り返り項目 

次の項目について、適切だったか、課題はあるかを意見交換する。 

 当日の運営について：時間、場所、人数、全体説明、事前準備 

 プログラムの内容について：内容の難易度、SDGsを理解するうえでのプログラムの構

成、英語の活用レベル、習熟度別編成 

 

(2)  事前研修の実施 

   次の点を考慮し、横浜市と相談のうえ、内容を決定すること。 

ア 教員を対象とした事前研修 

(ア) プログラムの教育効果を最大限にするため、全教員対象に事前研修を実施すること。 

※事前研修の日程や研修時間は、相談の上決定する。 

※なお、研修の実施においては、対面又はオンライン等で実施。実施方法は相談の上決定 

する。 

(イ) プログラムの意義と目標を明確にし、当日の概要を説明すること。 

(ウ) 次の項目を含むこと。 

 プログラム全体の具体的な目標 

 当日のカリキュラム内容 

 それぞれの内容（工程）の目標、意図 

 工夫した点とその理由 

 当日のスケジュール 

 

イ 生徒を対象とした事前研修 

(ア) 生徒を対象に事前研修を実施すること。 

※事前研修の日程や研修時間は、相談の上決定する。 

※なお、研修の実施においては、対面又はオンライン等で実施。実施方法は相談の上決定 



する。 

(イ) SDGsやグローバルシティズンシップについての理解が深まるような内容であると同時に、

当日のプログラムそのものについての理解を深める内容であること。 

(ウ) 当日プログラムで使用するワークブック等を事前研修で生徒に配布すること。 

 

(3) 事前・事後アンケートの実施、報告書の提出  

   生徒を対象に事前及び事後にアンケートを実施し、報告書を作成すること。 

ア アンケートはプログラム実施前とプログラム実施後に行うこと 

※実施時期については横浜市と相談して決めること。 

イ アンケートの項目には、以下を含むこと。 

・SDGsについての認識の変化（17 のゴールについての理解等） 

・ユネスコの価値である、人権、平和、環境などの諸問題についての関心の高まり 

・英語の必要性への認識及び英語を学ぶ意欲の向上 

・留学生との交流から感じたこと 

※生徒がプログラムで学習したことでどう変容したのか、測定可能であるとなお良い 

ウ アンケートの実施方法は、相談の上決定すること。 

エ アンケートの集計を行い、以下を加えて報告書にまとめ、そのデータを横浜市に提出するこ

と。 

・事前研修で説明されたプログラムの意図や工夫点が想定通りの結果を得たか 

・想定通りの結果を得た、得られなかった理由 

・反省点 

 

８ 個人情報及び機密の取扱い 

業者及び業者から派遣されるファシリテーター、留学生、サポートスタッフ等全運営スタッフは、 

業務において知り得た個人情報及び機密その他の情報を他に漏洩してはならない。特に個人情報の取 

扱いについては十分留意し、漏洩、滅失、毀損の防止、その他適切な管理に努めること。その他、 

この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別紙 「個人情報取扱特記事 

項」を遵守しなければならない。なお、写真撮影は原則禁止とし、学校長が認める場合に限り、撮影 

可能とする。 

 

９ 事故処理及び損害賠償責任 

業者は、本業務履行に際し、業者の責任により横浜市および第三者、または諸物品もしくは建造物

に損害その他の事故が生じた場合、業者の負担において直ちに現状に復し、速やかに横浜市の指定す

る者に報告すること。また必要に応じその損害の賠償を行うこと。この場合、横浜市は一切責任を負



わないものとする。 

 

10 業務の実施体制及び事務打合せの実施 

(1)  業者は、本業務全般の指揮監督に当たる業務責任者を置き、責任者が横浜市との連絡調整を密に行

うこと。 

(2)  業者及び横浜市は必要に応じて事務打合せを行い、円滑な事務処理に努めなればならない。 

(3)  その他、当該事業にかかる業務の遂行上必要と認められるもので、この仕様書に定めのない事項が

生じた場合及びこの仕様書に関し疑義が生じた場合は、その都度横浜市と協議し、事業を進めること

とする。 

 

11 新型コロナウイルス感染症への対策 

換気や手指消毒、参加者同士の間隔を設ける等、感染症の対策に努め、万全な運営体制と安全管理等 

を行う。また、新型コロナウイルス感染症対策等において、工夫・改善できることがある場合には、横 

浜市と協議のうえ対応すること。 

 

12 提出書類 

 提出書類等は次のとおりとする。 

提出書類名 提出期限等 部数 データの提出 備考 

個人情報保護に関する誓約書・

研修実施報告書 

該当する業務着手前 １部 不要 様式あり 

工程表 契約締結後５営業日

以内 

- 要 様式あり 

データのみ 

当日の進行表 教員対象事前研修時 ３部 要 運営スタッフ

の当日の動き

を記載 

留学生の名簿 事前研修日 10日前 - 要  

教員事前研修資料 教員対象事前研修日 - 要  

ワークブック 生徒対象事前研修日 300部 不要  

報告書 令和４年７月 22日 １部 要  

委託完了届出書 業務完了後 １部 不要 様式あり 

その他本市職員が必要と認めた

もの 

その都度 必要数   

 

13 別添資料 

(1) 会場図面       ・・・別添資料１ 

(2) SDGs プログラム概要  ・・・別添資料２ 

(3) 名札様式       ・・・別添資料３ 

(4) 各種提出書類様式      



【別添資料（1）】
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【別添資料（2）】 

SDGs プログラムの概要（流れ） 

 

【1日目】 

内容 ねらい 

イントロダクション 

（自己紹介等） 

・メンバーとの仲を深め、相互理解を図

る。 

英語によるコミュニケーション ・簡単なアクティビティを通して、英語を

話すことに慣れる。 

留学生によるトーク ・異文化理解を深める。 

・留学生の母国について知り、その多様性

を実感する。 

ディスカッション ・文化の違いや社会問題について海外との

比較をし、日本・世界への理解を深める。 

・SDGs に関心をもち、問題認識や態度変

容を促す。 

振り返り ・１日目の学びを振り返る。 

 

 

【2 日目】 

内容 ねらい 

イントロダクション ・２日目の最終目標を明確にする。 

プレゼンテーション準備 ・共通の題材についてチームで意見を出し

合いながら創り上げ、多角的視点を養う。 

・英語コミュニケーション力を向上させ

る。 

プレゼンテーション ・自分の将来と SDGs とのつながりを探

る。 

・他者の話を傾聴し共感する。 

まとめ（ディスカッション） ・自分たちの目指す世界を考え、共有す

る。 

 



【別添資料(3)】 
 

名札様式 

 

【サイズ】 

はがきサイズ（10cm×14.8㎝） 

 

 

【記載必須事項】 

・生徒氏名 

・クラス 

・グループ 

・活動場所 

・プログラム名（Glocal Citizenship Camp in 2022）  

・イラスト（東高校の校章又は SDGsに関するマーク等） 

 

 

【名札例】 

 

Name

Glocal Citizenship Camp in 2022

Group 1

Class A 1-1

Class B 1-1



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先） 

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  

 



（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



工程表 

※契約後、５日以内に作成し、データを提出してください。 

 

時期 内容 備考 

〇月○日 委託代金内訳書を提出  

〇月○日 
個人情報保護に関する誓約書・研修実施報

告書を提出 
 

〇月○日 
打ち合わせ① 

工程表、留学生の名簿を提出 
 

〇月○日 打ち合わせ② 企画内容、アセスメントについて相談予定 

〇月○日 当日のカリキュラム、進行表を提出 企画内容、仮提出 

〇月○日 打ち合わせ③ 企画内容、ワークブック等の確認 

〇月○日 教員事前研修資料を提出  

〇月○日 ワークブックを提出  

〇月○日 
事前研修 

事前アンケートを実施 
 

〇月○日 プログラム１日目  

〇月○日 
プログラム２日目 

終了後、打ち合わせを実施 
 

〇月○日 事後アンケートを実施  

〇月○日 報告書・完了届出書を提出 令和〇年〇月〇日（〇）締切 

 

記入例 



工程表 

※契約後、５日以内に作成し、データを提出してください。 

 

時期 内容 備考 

   

   

 
 

 
 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



年 月 日 
 
横浜市契約事務受任者 
 

所在地 
商号又は名称 
代表者職氏名          

 

委託完了届出書 

 
次のとおり委託業務を完了したので、横浜市委託契約約款第 28 条第１項の規定によ

り届出ます。 

委託名 

 
 
 
 
 

履行場所 

 
 
 
 
 

履行期限 
 

年   月   日 
 

完了年月日 
 

年   月   日 
 

 



 - 1 - 

 



 - 2 - 



 - 3 - 



 - 4 - 



 - 5 - 



 - 6 - 



 - 7 - 



 - 8 - 



 - 9 - 



 - 10 - 



 - 11 -



個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持



ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先） 

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  

 



（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



質 問 書 
 

令 和  年  月  日 
 

横浜市契約事務受任者 
 

住 所  
商号又は名称  
担 当 部 署  
担 当 者 氏 名  
電 話 番 号  

 

件名 令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGs プログラム業務委託 
 
上記件名にかかる仕様（設計）書の内容等について、次のとおり質問します。 

項目 質 問 内 容 
  

（注意） 仕様（設計）書の内容等について質問がある場合はこの用紙に質問内容を記載し、「発

注情報詳細」に記載された質問締切日時までに担当部署へファクシミリまたは電子メール

により送信すること。なお、送信した際はその旨を担当部署へ必ず電話で連絡すること。 

 

（担当部署） 横浜市教育委員会事務局学校教育企画部高校教育課 担当：齊藤・尾崎 

       ファクシミリ：045－640－1866 

       電子メールアドレス：ky-koko@city.yokohama.jp 

       電話番号：045－671－3272 



第３号様式（第28条） 

年  月  日 

公募型指名競争入札参加意向申出書 

横浜市契約事務受任者 

業者コード   

所在地     

商号又は名称  

代表者職氏名            ㊞※ 
 次の指名競争入札に参加を申し込みます。 

公表日  令和４年５月17日    種目名 事務・業務の委託又はその他の委託             

（注意）種目別に提出してください。 

 契約番号 件   名 

１ ― 
令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGs
プログラム業務委託 

２   

３   

４   

５   

 

※押印を省略する場合のみ「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記載すること。 

本件責任者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

担 当 者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 
（注意） 
１ 押印を省略し、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載がない又は不備がある場合は、参加資格を満たさな

いものとする。 
２ 「本件責任者及び担当者」は必ず両方記載すること。両方記載がない場合は、参加資格を満たさないものとする。ただ

し、同一の人物である場合は「同上」でも可とする。 
３ 「本件責任者及び担当者」の在籍確認ができなかった場合は、参加資格を満たさないものとする。 
４ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管理者」と、交通事業

管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるものとする。 

-------------------------------------------------------------------------------------------- 

横浜市

使用欄 

横浜市担当者名  

本件責任者又は担当者在籍確認日時   年  月  日    時  分 

確認方法 本人確認書類（        ）・電話・メールアドレス 

ＦＡＸ番号・その他（                ） 

本件責任者又は担当者の在籍確認した相手方の氏名   
 
 



第６号様式（第17条、第22条第３項、第28条第２項） 

年  月  日 

委 託 業 務 経 歴 書 

 

横浜市契約事務受任者 

 

 業者コード 

所在地 

商号又は名称 

代表者職氏名                

 

 

契約番号   －     件名  令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育SDGsプログラム業務委託                              

 ※一般競争入札の場合は、契約番号又は公告番号を記入してください。 

 

上記案件について、次のとおり委託業務経歴があります。 
 

注 文 者 受 注 区 分  件 名 業 務 内 容 
契 約 金 額  

（千円） 

履  行 

期  間 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

※ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管理者」と、 

 交通事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるものとする。 

（注意）１ 案件ごとに提出してください。 

２ 設計図書に基づく業務又はこれと同種の業務について、完了したものを記載してください。 

   なお、注文者は、官公庁・民間を問いません。 

３ 下請業務等については注文者は元請者を記載し、その下に発注者を（  ）で記載してください。その場合、件名及び業務内容

は、下請業務について記載してください。 

 



別記様式１ 
 

入札（見積）書 
 

  年  月  日 
 横浜市契約事務受任者 
                           所 在 地  
 
                             商号又は名称  
   

代表者職氏名                ㊞※ 

 
 次の金額で、関係書類を熟覧のうえ、横浜市契約規則を遵守し入札（見積）いたします。 

 

金  額 

 

 

 

 

 

 
億 

 
千 

 
百 

 
十 

 
万 

 
千 

 
百 

 
十 

 
円 

 
入札（見積）書には、消費税法第９条第１項規定の免税事業者であるか課税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望価格の

110分の 100に相当する金額を記載すること。これによらない方法での入札（見積り）を指示された場合は、それに従うこと。 

 

契約番号               

 

件  名 令和４年度横浜市立東高等学校多文化共生教育 SDGsプログラム業務委託                             

 

※押印を省略する場合のみ「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記載すること。 

本件責任者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

担 当 者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

（注意） 

１ 入札の場合、押印を省略し、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載がない又は不備がある場合は、
無効とする。 

２ 入札の場合、「本件責任者及び担当者」は必ず両方記載すること。両方記載がない場合は、無効とする。ただ
し、同一の人物である場合は「同上」でも可とする。 

３ 入札の場合、「本件責任者及び担当者」の在籍確認ができなかった場合は、無効とする。 
４ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管理者」と、
交通事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるものとする。 

５ 「横浜市契約規則」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道局契約規程（平成 20 年
３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則」と、交通事業管理者の権限に
属する契約にあっては「横浜市交通局契約規程（平成 20年３月交通局規程第 11号）第２条の規定により読み替
えて準用する横浜市契約規則」と読み替えるものとする。 

６ 契約番号は、ある場合に記入すること。ない場合には空欄でも可とする。 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

横浜市

使用欄 

横浜市担当者名  

本件責任者又は担当者在籍確認日時   年  月  日    時  分 

確認方法 

（☐随意契約のため、在籍確認不要） 

通知書・申請書類・本人確認書類（         ） 

電話・その他（                 ） 

本件責任者又は担当者の在籍確認した相手方の氏名  
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